６月県議会予算特別委員会での質問のために
２０１３年６月２１日　日本共産党・火爪弘子

（1） 「アベノミクス」と県内経済対策

マスコミに異様にもてはやされてきた「アベノミクス」だが、株価は乱高下で「制御不能」。給与は上がらず、年金は減らされ、電気もガスもパンもマヨネーズも、生活物資は値上げのラッシュ。１１日付朝日新聞の世論調査では、「安倍政権になって景気回復の実感がありますか」という問いに、「ある」と答えた人は１８％、「ない」と答えた人が７８％だ。さらに「安倍政権の経済対策が賃金や雇用増に結びつくと思いますか」という問いにたいして、「結びつく」と答えた人は３６％、「そうは思わない」と答えた人が４５％。国民は、すでに実態を見抜きつつあるのではないか。
２月臨時県議会でも私は「デフレ不況の最大の原因は国民の所得減少と内需の冷え込みにある」「だから、デフレ克服のために今最も必要なのは賃上げであり、国民所得の向上ではないか」と述べた。しかし、「アベノミクス」には国民所得を引き上げる矢は、一本もない。「大企業がどんなに潤っても、家計や中小企業には回らなかった」というのが、「失われた２０年」の苦い教訓だ。

そこで、知事にも、県民の所得引上げに即効性のある対策を考えていただきたい。
２月８日、日本共産党の国会での質問に対し、麻生副総理は「賃上げできる条件に企業側があることはたしかだ」と答えた。安倍首相が経団連首脳に対し、直接賃上げへの協力を要請したことも、マスコミで大きく取り上げられた。この際、知事にも、県内経済界に対し直接「力ある企業はまず賃上げを」と要請していただきたい。
（知事）
次に、「アベノミクス」の第一の矢、大幅な金融緩和で銀行にも流れた大量の資金が、県内経済のために使われているのか、うかがいたい。メガバンクは、中小企業向け貸出比率を軒並み減らしている。県内の金融機関はどうか。３月期決算を調べてみると、北陸銀行、富山銀行、第一銀行のいずれも、昨年３月期決算からみて貸出残高も、貸出残高に占める中小企業への貸出比率も減少している。県が制度融資を拡大しても、これが実態だ。銀行はお金を貸してくれない。県の認識と対応について商工労働部長に問う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（商工労働部長）
事態が好転していないのに、政府が３月末で金融円滑化法を打ち切ったことは重大だ。だからこそ金融庁は、昨年１１月金融担当大臣談話として、円滑化法打ち切り後も貸出条件変更に対する金融機関の姿勢や、金融当局の監督方針は何ら変化がないという「ソフトランディング」という立場を打ち出している。したがって、４月の倒産はにわかに増える状況にはない。

しかし一方で、国は銀行の再建改修のために事業再生ファンドの活用という方向を打ち出している。この指導のもとで、３月には県中小企業再生支援協議会が旗振り役となって、官民共同の中小企業再生ファンド「とやま中小企業再生支援ファンド」が作られているが、これを運営する会社の方針を聞いてたいへん驚いた。この会社の親会社は、リサ・パートナーズという会社だが、幹部が４月２９日の日本経済新聞で「円滑化法で不振企業の淘汰がすすまず、デフレの温床になった」「適用された企業のうち、市場から退場しなければならないのは７割程度という感触だ」「今年度後半から２～３年かけて、不良債権の処理をすすめることになるだろう」と言っている。部長は、読んでいるか。どう思うか。

私は、やはり円滑化法を復活させ、恒久化させるべきだと思う。こんな経済状況でなければがんばれる会社が、円滑化法のもとで生き延びてきた。メインバンクがファンドなど使うのではなく、廃業に誘導するのではなく、企業再生のために全力で支援することを県が強く働きかけるべきだ。見解を問う。　　　　　　（商工労働部長）
県内事業所の閉鎖やリストラに対しても、県が親企業に社会的責任を求め、真剣に対応することが重要だ。２月臨時議会で私は、ホンダロック富山工場閉鎖問題に対する砺波市の真剣な対応を評価・応援する立場で、県に対策を求めた。市が素早く緊急対策会議を開き、宮崎本社にも市長が出向くなど真剣に取り組んだことが一定の結果につながってきたと思う。その点で、シャープ富山工場に雇用継続ないし、助成金返還を求める件はどうなっているのか聞いておきたい。
また、県の企業立地助成金交付要綱は、撤退した場合の取り決めが何もない。今回の事例を教訓に、１０年以内に撤退した場合や、あきらかに雇用要件を下回った場合についても助成金返還など、規定を盛り込むべきではないか。見解を問う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（商工労働部長）
（2） 　ＴＰＰ参加問題について

　県が本議会の代表質問への答弁で、本県に関わる被害額試算を公表したことは重要だ。同時に、被害は農業に止まらない。５月２２日東京大学の鈴木宣弘教授など大学教員ＴＰＰ影響試算作業チームが、試算結果を公表している。こちらの試算では、コメだけの被害額でいえば、富山県の場合産出額で２３０億円（３５.１％）マイナス、農業所得で５７億円マイナス（２６.３％）。富山県の試算は、農業全体で２８０億円マイナスということだから、ほぼ合っている。ちなみに、コメによる所得減２６.３％は全国最大だ。
　注目したいのは、試算チームがこの農林水産物等の生産減少額を基に、全産業での生産減少額を約１０兆５３９３億円と試算していることだ。これに伴う就業者減少数も農業で１４６万人、全産業で１９０万２０００人。どう受け止めているか見解を問う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（知事政策局長）
　次に、これまでの日米事前協議をどう見るか、知事にうかがっておきたい。

　安倍首相も、自民党も「守るべきは守る」などと言っているが、大方の見方は悲観的だ。日本との事前協議の「合意」について、アメリカが議会に通知した文書には、「日本が全品目を交渉の対象とし、高水準で包括的な協定を年内に完成させると約束した」となっている。重要品目に「聖域」確保を認めた形跡など、まったくない。

　また、事前協議では、牛肉の大幅輸入緩和、かんぽ生命の新規商品販売中止、米国自動車の簡易輸入手続き台数の大幅増など、アメリカの要求をほとんど丸呑みにしている。さらには、ＴＰＰ交渉妥結までに、別にアメリカとの間で２国間協議を行い、アメリカの「積年の関心事」であるあらゆる非関税障壁について、拘束力のある形で結論をまとめるとされたこともきわめて重大だ。何から何まで、アメリカの言うがままではないか。
　これでは、コメなど重要品目を守る見通しなどないと言わざるを得ない。ＴＰＰ交渉からは、政府はただちに撤退すべきだ。知事の見解を問う。　　　　（　知事　）
（3） 　新幹線と並行在来線問題など

　３月県議会の予算案審議のなかで私は、新幹線建設費の地元負担に、新幹線貸付料などから新たに約１９０億円が補助されることになったことを評価し、国に対してさらなる負担軽減への働きかけを求めた。その立場から、現時点での北陸新幹線県内区間の建設費最終的見積もり額と、うち県と３市の負担額、そして国補助金や交付税措置予定額をのぞく、最終的県負担額の見通しについて、土木部長に問う。（土木部長）
　今月１５日、「並行在来線と公共交通をよくする富山の会」のシンポジウムに参加した。準備会社の朝倉隆文専務もパネラーとして参加され、いっしょに「あいの風富山鉄道」を守り、盛りたてていくという雰囲気で良かったと思う。
　そこで、実際に工務の現場をよく知るＪＲ職員から、ＪＲが現在行っている検査や修繕についての説明があり、たいへん勉強になった。例えば、施設点検については２週間に一回の歩いての全線巡回、５日に一度の車での巡回、定期的なポイントの検査、工務全体の検査費用だけで、富山県内で２億円近くかかるのではないか、とのことだった。経営計画概要では、経常経費は５１億円と見積もってあるが、この検査周期や検査費用は下げてはならないのではないか。検査と保守の計画をより具体的に示す必要がある。

また、経営分離前と後の施設更新計画も、きわめて不透明だ。ＪＲによる１０億円の通常外の修繕には、何と何が含まれるのか。例えば、コンクリート柱の寿命は６０年程度といわれるが、来年で北陸線電化から５０年。「電化後立てた柱は、およそ３０％。経営分離前には必要な修繕は終わらない」という現場からの報告でした。
更新計画をもっとクリアにして、経営分離時までにできない分もＪＲに出してもらうよう、再交渉が必要なのではないか。　　　　　　　　　　　　（知事政策局長）
　貨物調整金約２４億円の期限は１０年。もう２年たったので、開業後６年後は継続している保障はまだない。１０年後の保障は、まったく不透明だというのが、今の制度だ。期限付きでない、きちんとした法律と制度がどうしても必要だ。知事の見解を問う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　知事　）
　関連して、今年５月からＪＲ氷見線、城端線で枕木や周辺の枯れ草が燃えるトラブルが続いた。ＪＲ西日本の車両が古く、ブレーキをかけると火花が散ることが原因ではないかとのことだが、ＪＲは未だに原因不明としている。わが党は６月６日、国土交通省に出向き、直接対策を申し入れた。県としても毅然とした対応が必要だと考えるが、どうか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（知事政策局長）
　
（4） 「障害者差別解消法」と富山マラソン

　２００６年の障害者権利条約を日本が比準するためには、それにあわせて国内法を整備しなければならないと、この間障害者団体の大きな運動が広がっていた。富山県議会でも、超党派で県内の運動を応援し、順次法整備が行われてきた。県内障害者・関係団体のみなさんのご努力に、改めて敬意をささげたい。
　さる１９日、権利条約批准のために最低限必要と位置付けられた最後の法律と言ってもいい「障害を理由とした差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が、参議院本会議で全会一致、可決・成立した。

同時に、この法律には、「差別の定義」がないとか、「合理的配慮の提供」が民間事業者に義務付けられていないとか、紛争解決の仕組みが曖昧であるなど、重要だが「まだまだ第一歩」であり、各県の障害者団体のみなさんによる各「県条例づくり」の運動が熱心に取り組まれている。「差別解消法」の付帯決議にも、「本法が、地方公共団体による、いわゆる上乗せ・横出し条例を含む障害を理由とする差別に関する条例の制定等を妨げ又は拘束するものではないことを周知すること」と明記されている。富山でもこの間「富山らしい条例を」との運動がひろがってきているが、県はこうした動きをどう評価し、どう激励していくか。　　　　　　　　　　　　　（厚生部長）
　実は、昨年からコースが変更になったことから、魚津しんきろうマラソン実行委員会が、今年車椅子ランナーの参加を断るという「事件」が起きた。実行委員会には市教育委員会も参加している。国際障害者年以来、ずっと車椅子ランナーが普通のランナーとともに走ってきたことの重要性について、障害者団体のみなさんが何回か面談し、丁寧に、粘り強く訴え、無事３人の車椅子ランナーはレースに参加することができたという。
　この「事件」は改めて、障害者が普通に一緒に走ることを当たり前に対する「合理的配慮」の意味について、県民的議論がまだまだ必要なことを感じさせることとなった。もとより、２０１１年制定されたスポーツ基本法はその第２条５項で、障害者のスポーツ参加のための必要な配慮をうたっている。この点での今後のいっそうの努力を求め、教育長の見解を問う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（教育長）
　そこで、２年後に開かれる「とやまマラソン」（仮称）を、車椅子ランナーを含む多くの障害のあるランナーが参加できる大会とすることを要望したい。その点を十分考慮に入れたコースの選定・整備と同時に、レース用車椅子の県内での確保・普及、参加キャンペーンなどもお願いしたい。知事の見解を問う。　　　　　　（知事）
（5）   風疹の流行と予防接種
　国立感染症研究所の発表によれば、今年首都圏から関西周辺を中心に風疹が大流行し、昨年の同期比で患者は約３０倍、患者数で１万人を超えたとのことである。すでに、東京都と新潟県が、ワクチン接種への助成を決めている。
　今回、県保険医協会からワクチン接種にたいする県の助成などを求める要望書が提出されている。ぜひ、検討されるべきと思うが厚生部長の見解を問う。（厚生部長）
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